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[資料] 

1. 調査団員・氏名 
 

総括 村瀬 達哉 
JICA 資金協力支援部準備室  
事業調査第二課長 

計画管理 渡部 理子 
JICA 資金協力支援部準備室  
事業調査第二課 

業務主任/ 
施設計画/調達事情 

福渡 勲 (株) 福渡建築コンサルタンツ 

施工計画/積算関係 松山 幹央 (株) 福渡建築コンサルタンツ 

積算/施工事情 
M. Phillippe NGANYANDE 

  ZOWE TIBA 
(株) 福渡建築コンサルタンツ 

通訳（仏語） 大島 美保 (株) 福渡建築コンサルタンツ 
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2. 調査行程 

総括(JICA) 計画管理(JICA)
業務主任/施設計

画/調達事情
通　訳 施工計画・積算関連 積算・施工事情

1
 

8/20
水

2
 

8/21
木

調達事情聴取
バンギ市内

3
 

8/22
金 調達事情調査 業務主任に同行

資料収集・聴取
オンベラ・ムポコ県

4
 

8/23
土 〃 〃 〃

5
 

8/24
日 資料整理 資料翻訳等

6
 

8/25
月

調達事情調査
UNICEF訪問

業務主任に同行

7
 

8/26
火 調達事情調査 〃

8
 

8/27
水 DCES打合せ 〃

NRT11:10JL405→
CDG16:40

CDG23:15AF880→

9
 

8/28
木

→BGF04:55
表敬　団内打合せ

施工計画・積算聴取
バンギ市内

10
 

8/29
金

調達事情調査
UN安全ブリーフィング

施工計画・積算に同行
積算関連調査

UN安全ブリーフィング
資料収集・聴取

オンベラ・ムポコ県

11
 

8/30
土 調達事情調査 〃 建設会社聴取 〃

12
 

8/31
日

13  9/1 月 DCES打合せ 施工計画・積算に同行
DCES打合せ
積算関連調査

14   9/2 火 調達事情調査 〃 積算関連調査

15   9/3 水
NRT11:10JL405→

CDG16:40
CDG23:15AF880→

父母会聴取 〃
施工計画

DCES打合せ

16   9/4 木
→BGF04:55

団内打ち合せ　表敬
計画管理と打合せ 計画管理に同行

資料整理
計画管理と打合せ

17   9/5 金 表敬
施工計画・積算

関連調査

18   9/6 土 打ち合せ、サイト踏査 〃

19   9/7 日
BAMAKO12:10 →

DUALA17:40
打ち合せ、草の根無償

サイト視察
〃

20   9/8 月
DUALA12:20→

BGF16:40
DCES協議
サイト踏査

〃

21   9/9 火

22  9/10 水
積算関連調査

サイト踏査

23  9/11 木
積算関連調査

BGF22:15 AF884 →

24  9/12 金

25  9/13 土

26  9/14 日

27  9/15 月

DCES：教育省学校建設機材局 CDG ：シャルル・ド・ゴール国際空港（パリ）
NRT ：成田国際空港 BGF ：バンギ国際空港（中央アフリカ国）

NRT11:00JL405 →CDG16:40  CDG23:15AF880
→

資料整理　団内打合せ

計画管理に同行

〃

→BGF04:55
DCESインセプションレポート説明、質問書提出

協力省訪問　DCES打合せ　団内打合せ

行程

官団員 コンサルタント団員通算
日数

月日 曜日

ミニッツ署名

BGF10:10 → DUALA11:40 →
YAOUNDE　16:00 大使館報告

→CDG05:55 19:05 JL407 →

〃

〃

協議

協議 〃

総括に同行

ミニッツ署名
BGF22:15 AF884 →

→NRT07:55

YAOUNDE20:20 → →NRT13:56

→ CDG06:15
CDG13:15 →
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3. 関係者（面会者）リスト 
●｢中ア｣国政府 
○Ministère de l'Education Nationale, de l'Alphabétisation, de l'Enseignelent Supérieur et de la  

Recherche (MENAESR) 

国家教育・識字・高等教育・研究省 
M. Ambroise ZAWA Ministre 

大臣 
M. Luc WENEZOUI Directeur de Cabinet 

官房長 
M. Bouba INOUSSE Chargé de Missions Projets 

ミッション・プロジェクト担当官 
M. Philippe DJOGO Agent de Presse 

プレス担当官 
M. Timothée ZIANTHE Directeur, Direction des Constrcutions et Equipements Scolaires  

学校建設機材局 局長 
   

○Ministère de l'Economie du Plan et de la Coopération Internationale (MEPCI) 
経済計画国際協力省 
M. Félix MOLOUA Directeur de Cabinet 

次官 
M. Jean-Louis 

POUNINGUINZA 

Chargé de Mission, Coordonnateur 

ミッション担当官、コーディネーター 
Mme Désiré Julienne 
GAUDEUILLE 

Directrice de la Coopération Bilatérale 

二国間協力局長 
M. Alain NDONGOU Cadre 

管理職 
  

○Ministère de l'Equipement et du Desenclavement  
設備・交通整備省 
M.Cyriaque SAMBA-PANZA Ministre 

大臣 
  

○Ministère de Réhabilitation des Edifices Publics, de l'Urbanisme et du Logement  (MREPUL)  

公共建物改修・都市計画・住宅省 
M. Elie TOUAZOUMBOMA Directeur de Cabinet  

次官 
M. Bassoukpato BINGA Expert 

専門家 
M. Séraphin  

KOMARIA-MATOUROU 

Expert  

専門家 
M. Sylvestre GOSSOYE Expert  

専門家 
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M. Gabriel ABDEL AMINE Expert  

専門家 
M. Jean-Paul  
MARADAS-NADO  

Architecte  

建築士 
M. Owen BABADI  Inspecteur Contrôle  

監理検査官 
  

●他ドナー・国際機関・情報提供機関等 
○UNICEF  
ユニセフ 

 

Mme Sophie NDAUGUERE Education Program Officer  
教育プログラムオフィサー 

  

○PNUD  
国連開発計画 

 

M. Epiphane MONGBO Security Adviser  

安全アドバイザー 
  

●現地 NGO 

○CREPA(Centre Régional pour l'Eau Potable et l'Assainissement)  
飲料水・衛生のための地域センター 
M. Christophe  

BELANDOMBI 

Ingénieur  

技師 
  

●現地 NGO（草の根無償） 

○Association pour l'Intégration des Jeunes  
青年の統合のための会 
M.Lucien EBERKOUZOU Président  

総裁 
M. Christophe  

BELANDOMBI 

Secétaire Général  

事務局長 
  
○Association de Bienfaisance  
慈善協会 
M. Samuel FEIZOUOKM Coordinateur  

コーディネーター 
  

●Fédération des Accosiations des Parents d'Elèves  
全国父母会連盟 
M. Africain KAZANGBA  Président  

総裁 
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●現地コンサルタント 
M. Phillippe NGANYANDE 
  ZOWE TIBA 

Atelier A3 Sarl 
Gérant 

代表者 
  
●現地施工業者 

M. Henry COGATO SNCMBA (Société Nouvelle de Construction et Menuiserie en 
Bâtiment) 
PDG 

代表取締役社長 
M. Jean Standles ALIMA ALIZE CONSTRUCTION  

Directeur Général 

代表 
M. Evariste DIGNITO La Semence 

PDG 

代表取締役社長 
M. François DOBELE D.D.N Construxtion 

Gérant de l'Entreprise  

経営者 
  

●現地調達業者 
M.Yvon KAMACH Groupe Kamach（一般建設資材・建設業） 

PDG 

代表取締役社長 
 M.Joseph FONKOU FOBERD CENTRAFRIQUE（アルミ屋根材、塗料、セメント、

鉄筋） 
Directeur  Commercial 

営業部長 
M. Hileure WANGOMBE SCAD（木材） 
M. Aimé-Simplice  
WAGNON NGBOKOLI 

COLALU （アルミ屋根材） 
Directeur Administratif et Financier (responsable)  

総務財務部長(責任者) 
M. Kévin NGAKOSSI Vendeurs de sables et graviers （砂・砂利） 

Responsable adjoint  

代表者補佐 
M. GBOKOSCI Société ATIB（レンガ製造業） 

Vendeur 

販売担当 
M. KAMBO Michel FATEB （家具製造業） 

Chef d'Atelier  

工場長 
M. BACHAR DAMECA Menuiserie （家具製造業） 
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Chef d'Atelier  

工場長 
M. TOGNAMA Sylvain SYLVA-BOIS（家具製造業） 

Gérant  

経営者 
M. YETIKOA Nicaise CFAO Motors（車両輸入販売） 

Attaché commercial  

営業担当 
Mme Catherine  
SAMBA-PANZA 

CSP Assurances Conseils（保険代理店） 
Direction 

取締り 
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4. 討議議事録（M/D） 
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 A-11A-11



 

 A-12A-12



 

 A-13A-13



 

 A-14A-14
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（和訳）  
中央アフリカ共和国 
小学校建設計画 

事業化調査 協議議事録 
 
中央アフリカ共和国（以下「中ア国」と記す）政府の要請に基づき、日本国政府は「小学校建設計画」（以

下「プロジェクト」と記す）に関する事業化調査の実施を決定し、その実施を独立行政法人国際協力機構（以
下「JICA」と記す）に委託した。 
 
JICA は中ア国へ JICA 資金協力支援部準備室 事業調査第二課長 村瀬 達哉を団長とする事業化調査団を
派遣した。同調査団の中ア国における滞在は、2008年 8月 21日から 9月 12日までである。 
 
協議及びサイト調査を通じ、双方は付属書に記述された主要事項に同意した。 
 
 

バンギ、2008年 9月 11日 
 
 
 
 

 
            
 

            

                   
村瀬 達哉   
JICA基本設計調査団 団長 

                   
 M.  René-Patrice OUANEKONE  
  ミッション担当・万人の教育計画及び国
家教育開発計画・教育養成責任者 
国家教育・識字・高等教育・研究省 
中央アフリカ共和国 
 
 

  
                   

Mme Désirée Julienne GAUDEUILLE 
二国間協力局長 
経済・計画・国際協力省 
中央アフリカ共和国 



 

 A-22

付属書 
 
1. プロジェクトの目的 
 本プロジェクトは、計画対象地域における小学校教室建設により、初等教育環境を改善することを目的とす
る。 
 
2. プロジェクト地域 
本プロジェクト地域は、バンギ市及びオンベラ・ムポコ県とする。（別添１参照） 

 
3. 責任機関及び実施機関 
 本プロジェクトの責任機関及び実施機関は、以下の通りである。また、組織図はそれそれ別添 2の通りであ
る。 
責任機関：国家教育・識字・高等教育・研究省 
実施機関：学校施設・機材局 

 
4. 要請内容 
中ア国側は、最終的に別添 3 の通り要請した。JICA はこれら要請内容の妥当性を日本で検討し、基本設計
及び詳細設計の見直しを行った上で日本政府の承認を求めることになる。 
 
5. 日本の無償資金協力制度 
5-1．中ア国側は、調査団が説明した別添 4に記載された日本の無償資金協力制度について理解した。 
5-2．日本側は、2008年 10月以降の日本の新たな無償資金協力制度にかかる概要を説明し、中ア国側はこれを
理解した。日本側は中ア国側に対し、その新たな無償資金協力制度にかかる詳細を後日説明する予定である。
また、11月頃、日本側は、本件にかかる E/N及び G/Aの案を中ア国側に提示する予定であり、本案にかか
る中ア側の文書による同意が、プロジェクト実施に要求される条件の一つとなる旨説明し、中ア国側は了解
した。 

5-3．中ア国側は、無償資金協力でプロジェクトが実施される際には、プロジェクトの円滑な実施のために、
別添 5に記載されたとおりの必要な措置を行う。 

 
6.今後のスケジュール 
6-1．本調査団は 2008年 9月 12日をもって調査を終了する。 
6-2．日本側は国内解析において協力対象を検討し、E/N 案及び G/A 案の提示の前に、結果を郵送またはメー
ルにより中ア国側に提示する。 

6-3. 本調査においては、事業化概要説明調査団を予定していないところ、上記 6-2の検討結果において、協力
内容に大きな変更が生じない場合は、中ア国側は異議なく変更を受け入れる旨了解した。 

6-4. JICAは事業化調査報告書を完成し、2008年 12月頃に中ア国側に送付する予定である。 
 
7.その他協議事項 
7-1. 協力対象 
中ア国側は、本プロジェクトの協力対象を前回の事業化調査において確認した協力対象と同様の内容とする
ことを強く希望したが、日本側は、国内解析の結果、協力対象の見直しが必要となる可能性があることを説明
し、中ア国側は理解した。 
また、協力対象の調整が必要となった場合は、別添 3に記載した中ア国側の優先順位に基づき、検討を行う

ことで合意した。 
なお、学校数または教室数に影響のない変更の場合は、大きな変更とは見なさないこととする旨、中ア国側
は合意した。 
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7-2. 中ア国側負担事項 
（１）中ア国側は、現在、負担事項にかかる予算として 3000万 FCFAを計上しているが、下記の負担事項
の実施に際し、追加的に必要となる 7000万 FCFAを 2009年度予算として確保する旨、確約した。 

a) 水道引き込み工事 
b) 電気引き込み工事 

 c) 建設用地の整地 
d) 建替校舎等の既存施設の解体・撤去、樹木等の伐採 
e) 代替教室の確保 

 （２）中ア国側は、上記負担事項をプロジェクトの入札公示前までに完了することを確約した。 
ただし、d)のうち、現在利用している既存施設の解体・撤去については、本邦施工業者との契約締結
（の指名手続き）後、速やかに解体に着手する旨合意した。 
なお、日本側は、期限内での完了ができないサイトは、本プロジェクトの対象外とすることを説明し、

中ア国側の了解を得た。 
（３）中ア国側は下記の負担事項について適切な措置を取ることを確約した。 

・本プロジェクト実施に際し、本邦業者及び現地下請け業者の購入する資機材に課される輸入関税・
付加価値税（VAT）、及びサービスにかかる税金の免除 
・プロジェクトの日本側関係者に対する中ア国出入国及び滞在のための便宜供与 

 （４）中ア国側は、プロジェクトの実施のための資金を受け取るため、日本の銀行に口座を開設し、日本の
銀行と銀行間取極（B/A）を結ぶこととなる。中ア国側はこの手続きに必要な予算を確保することを確
約した。 

7-3. 中ア国側は本プロジェクトを実施する上で、邦人関係者に対する必要で十分な安全対   策を行うこと
を確約した。 

7-4. 教員の配置 
  中ア国側は、現在、毎年、地方にて約 450名（世銀支援）、中央にて約 150名（政府）の教員養成を実施
しており、本プロジェクトにおいて建設する教室に教員を適切に配置することを確約した。 

7-5． 双方は本プロジェクトにかかる情報については、プロジェクトの入札段階まで公表せず、秘扱いとする
旨合意した。 
  なお、今次事業化調査では概要説明調査を行わないところ、今後、提示予定の概算事業費については、プ
ロジェクトに関連する全ての契約の署名前に、写しを取ったり第三者に公表したりしてはならないことを双
方合意した。さらに、中ア国側は、提示される概算事業費は最終的なものではなく、修正される可能性があ
ることを理解した。 

 
（添付資料） 
別添 1：サイト地図 
別添 2：担当省組織図 
別添 3：要請内容 
別添 4：日本の無償資金協力制度 
別添 5：先方負担事項 
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5. 事業事前計画表（事業化調査時） 
 

1. 案件名 
 中央アフリカ共和国 小学校建設計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 
中央アフリカ共和国（以下「中ア」国という）は 1997 年 11 月、我が国に対して、バンギ市

及びオンベラムポコ県における児童の学習環境の改善及び初等教育就学率の向上を目的とした
教室・学校施設の建設と教育機材の整備のための無償資金協力を要請した。これを受けて日本国
政府は 2001年（平成 13年）度案件として調査、閣議請議を経て 2002年 3月には E/N等書簡
署名を行い、施工業者入札まで至ったが、「中ア」国の政情不安により事業が中断した。この度
改めて以下に述べる同国開発目標達成の為、2006年 4月に｢中ア｣国政府より日本国政府に対し
て本計画の実施（再開）が要請された。 
｢中ア｣国は中期国家計画として｢経済社会政策方針文書｣を 2006年 8月に策定し、①安全強化
及び平和の強化、②グッドガバナンス及び制度能力の強化、③マクロ経済の安定化、④社会サー
ビスへのアクセス及び基礎的インフラの改善を開発計画 4 つの柱として掲げている。その中で
④社会サービスへのアクセス及び基礎的インフラの改善における優先事項の一つとして良質な
基礎教育へのアクセス改善を挙げており、100教室の建設及び 300教室の改修を計画している。
また教育分野の開発計画として「万人のための教育国家行動計画（2004～2015 年）」が策定

され、「2015年までにすべての児童に良質な初等教育を受けさせる」という目標を掲げ、指標と
して 6～16 歳の児童の初等教育へのアクセス率を 40%から 100%に増加させること、教室あた
りの生徒数を 76人から 50人に低減すること等を挙げている。 
「中ア」国では、特に都市部において教室数が不足しており、１教室あたりの生徒数が 100
人を超える。また既存校舎の老朽化も著しく学習環境が非常に悪い。 
上記「中ア」国の開発目標達成の為には学校の整備が必要不可欠である。 
 

3. プロジェクト全体計画概要 
 
(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 
首都バンギ市及びオンベラムポコ県において児童の学習環境が改善される。 
《裨益対象の範囲及び規模》 
 中央アフリカ共和国バンギ市及びオンベラムポコ県の就学児童及び教員 35,872人 

(2) プロジェクト全体計画の成果 
ア．小学校が整備される。 
イ．校舎の維持管理方法が確立される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 
ア．小学校を整備する。 
イ．校舎の維持管理方法の訓練を実施する。 

(4) 投入 
ア．日本側（＝本案件）：無償資金協力 11.88億円 
イ．相手国側 
（ア） 必要な人員・教職員の配置・給与 

(イ) 施設の運営維持管理に係る経費 
(5) 実施体制 
主管官庁：国家教育・識字・高等教育・研究省 
実施機関：学校建設機材局 
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4. 無償資金協力案件の内容 
 
(1) サイト 
 中央アフリカ共和国バンギ市及びオンベラムポコ県の小学校 11校。 
 
(2) 概要 
 ①対象校において小学校の建設。 
 ②対象校において教室に付属する家具、備品の調達。 
③対象校において校舎の維持管理に関する技術指導。 

 
(3) 相手国側負担事項 
① 建設用地内の既存構造物・樹木等の障害物撤去及び整地 
② 電力及び給水の用地内までの引き込み 
③ 銀行手数料 
 

(4) 概算事業費 
 概算事業費 12.03億円 
 (無償資金協力 11.88億円、「中ア」国側負担 0.15億円) 
 
(5) 工期 
 入札期間を含め 26ヶ月の工期 
 
(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
 特になし 
 

5. 外部要因リスク 
 
政治、経済、治安が安定し、現状が維持される。 
 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 
特になし 

7. プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 
 
(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

対象校の指標 現状（2008年） 計画後（2011年） 
対象 11校の収容可能生徒数 6,050人 11,500人 

 
(2) 評価のタイミング 

 2011年以降（施設完工後） 
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6. ソフトコンポーネント計画書 
 
 
 
 
 
 

中央アフリカ共和国 

小学校建設計画 

事業化調査 
 
 

ソフトコンポーネント計画書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

平成 20 年 12 月 

 
株式会社 福渡建築コンサルタンツ 
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ソフトコンポーネントを計画する背景 

 
中央アフリカ共和国（以下｢中ア｣国とする）は、首都バンギおよび首都に隣接するオンベラ･ムポ

コ県を対象に、児童の学習環境・就学率の改善を目的とする｢小学校建設計画｣を策定し、その中で

必要な予算を自助努力で確保することが困難な教育施設の建設、及び関連機材の整備について、1997

年 11 月、我が国に支援の要請を行った。「中ア」国からの要請を受け、2001 年度（平成 13 年度）

案件として調査を実施、閣議請議を経て 2002 年 3 月には E/N 署名、業者入札まで行われたが、同

国の政情不安の影響のため事業が中断となった。政情が回復し、2006年 4月に改めて本プロジェク

トの実施（再開）について｢中ア｣国政府より要請がなされ、2007 年 2 月に事業化調査を行ったが、

「中ア」国側負担事項が滞り、結果、本計画は再度中断された。2008 年になり、「中ア」国は負担

事項の履行を開始したことから、本計画の再開が決定された。 

本計画により建設される予定である小学校施設は現地の一般仕様であり、既存小学校施設と同様

の維持管理方法により長期的な施設活用が期待できる。しかし維持管理活動の主体となる父母会の

資金不足及び維持管理方法の不確立などの理由により十分な維持管理がなされていない学校が多く、

本計画の対象校も例外ではない。また、対象校のサイト調査を行った結果、壁や屋根の補修等の大

規模な修繕以前に、教室やトイレの日常的な清掃が行われている形跡はなく、ゴミや糞尿が散乱し

ている現状が確認された。 

以上の背景から、小学校施設の維持管理について解決すべき課題は以下のようにまとめられる。 

 

（解決すべき課題） 

1） 政府・学校・父母会それぞれの役割分担を含めた学校の運営、維持管理体制が十分に確立して

おらず、活動内容、責任所在などが不明確である。 

2） 教員、生徒、地域住民の小学校施設に対する共有意識（自分たちの学び舎を大切に利用しよう

という意識）が乏しい。 

3） トイレの数が生徒数と比較し圧倒的に不足しているため、利用と維持管理のバランスが取れず、

結果として便器に糞尿がつまり使用不能な状態となっている。 

4） 小学校施設の清掃活動が行われていない。したがって、活動主体、管理体制、責任所在が定ま

っていない。 

5） 清掃方法が確立していない。 

 

このような状況を背景として、2006年 4月に、｢中ア｣国政府より本プロジェクトにより建設され

る施設を適切に利用するための維持管理活動方法及び体制の確立と強化を目的とした、維持管理ソ

フトコンポーネントの実施が要請された。本計画は、施設修繕に必要な維持管理備品の整備を先方

負担事項としており、本計画実施期間中には整備されない恐れがあること、ならびに国家教育省や

父母会の組織強化と資金確保が大規模な施設修繕には不可欠であることから、本ソフトコンポーネ

ントでは施設修繕に関する維持管理活動に対する支援は計画立案要領の指導程度に留めることとし、

第一段階として日常的な清掃活動の浸透に主眼を置いたソフトコンポーネント計画を策定すること

とする。 
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ソフトコンポーネントの目標 

 

上記の解決すべき課題に対して以下の目標を設定する。 

 

政府、学校、生徒等の施設維持管理における役割分担が確立し、日常清掃活動・維持管理活動の

実働主体、管理体制、責任所在が明確化される。 

清掃活動指導がなされた学校において教員、生徒、地域住民の学校施設に対する共有意識が向上

し、学校施設を大切に利用するようになり、施設の長寿命化につながる。 

対象校における教員により学校施設の維持管理計画が策定され、父母会の協力が得られる地域で

は住民参加による簡易的な便所の建設計画が検討され、維持管理計画に盛り込まれる。 

清掃活動方法が確立され、適切な清掃活動が日常的に実施される。 

 

ソフトコンポーネントの成果 

 

ソフトコンポーネント完了時に期待される直接的成果は以下のとおりである。 

 

国家教育省、学校建設機材局の清掃活動指導体制確立への方向付けがなされる。 

学校建設機材局及び対象校に清掃活動指導マニュアルが整備され、対象校の生徒に対しマニュア

ルに基づいた清掃活動指導が行われる。 

対象校において生徒による清掃活動が日常的に実施される。 

対象校において学校施設の維持管理計画が策定される。 

対象校において住民参加による簡易的な便所の建設の可能性が検討される。 

 

成果達成度の確認方法 

 

上記成果の達成度を確認する指標は以下のとおりである。 

 

学校建設機材局における担当配置と、対象校との連絡体制の整備状況、維持管理活動への政府の

予算配分等について学校建設機材局に対してヒアリング調査を行う。 

マニュアルを利用した清掃活動指導の授業が適切に行われているか対象校を視察する。 

対象校の既存施設における清掃状況のモニタリング調査を行う。 

学校レベルにおける施設運営・維持管理計画及びトイレの建設計画・予算確保の方法等について

対象校教員に対してヒアリング調査を行う。 
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ソフトコンポーネントの活動（投入計画） 

 

上記の各成果達成へのアプローチは以下のとおりである。 

 

清掃活動管理に関する提案書の作成 

学校建設機材局担当者に対し、本ソフトコンポーネントの意義と役割について説明する。

マニュアル作成に先立ち、担当者と協力し清掃活動を普及させるために必要な措置を協議す

る。特に、清掃方法の伝達、清掃状況の報告、情報蓄積の手法について討議し、全国の学校

における清掃活動の普及と維持管理状況の把握が将来的に可能となるような体制確立のため

の提案書を作成する。 

 

清掃指導マニュアルの作成 

学校建設機材局は 1989 年～1995 年、OPEC、世銀、及び BAD の援助により、バンギ市内

および BANGASSOUにて、父母会、児童の両親、教員、校長、教員養成段階の生徒（教員養

成学校 ENI）等、関心がある住民を対象に維持管理セミナーを開催した。その際使用した学

校施設維持管理マニュアルが現存しているが、教育省の資金不足によりそれ以降は維持管理

に関するセミナー活動あるいはマニュアルの配布は行われていない。 

本ソフトコンポーネントにおいて作成するマニュアルは上記マニュアルを基に、以下の費用

をほとんどかけずに実施可能な 2 つの項目に特化した簡易版とし、貧困地域や父母会の活動

が十分でない地域においても実用的なマニュアルとすることで、将来的には全国学校への普

及を期待する。なお、マニュアルの内容については学校建設機材局維持管理課担当官と随時

意見交換し、修正を加えることとする。 

① 日常的な清掃活動の指導要領 

② 学校レベルでの施設維持管理計画策定要領 

 

① 日常的な清掃活動の指導要領 

既存のマニュアルは父母会、教員等地域の大人を対象としたものであったが、本ソフトコ

ンポーネントで作成するマニュアルは以下の内容を含み、教員が生徒に清掃活動を指導する

ための指導要領の形式をとり、施設共有意識がそれを利用する教員及び生徒全員に浸透する

ことを図る。 

○ 衛生環境向上の重要性 

○ 日常的な清掃活動の必要性 

○ 日常的な清掃活動の方法と役割分担 

○ 生徒に対する清掃活動指導要領 

○ 清掃チェック表 

○ その他 

 

② 学校レベルでの施設維持管理計画策定要領 
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学校施設を長期的に有効利用するためには、上記の日常清掃活動を継続的に行うことに加

え、学校全体における施設状況の把握と問題点の認識、及びその問題解決のための計画策定

を的確に行ったうえでの施設維持管理を実施することが必要である。本計画においては、実

際の施設維持管理活動実施の指導は学校における維持管理備品の不足や父母会の脆弱性、及

び資金確保の困難性から対象外とするが、維持管理計画の策定までをマニュアルに盛り込み、

対象校における教員が的確な維持管理計画を策定できるよう指導を行うこととする。 

また、便所数の圧倒的な不足が既存の便所の維持管理を困難にし、結果として使用不能な状

態に陥っている現状から、住民参加による簡易的な便所の建設を促し不足を緩和･解消するた

め、便所の仕様、建設方法、必要な資材・労務、建設コスト等を住民に理解しやすくまとめ

た形で維持管理計画の立案要領に盛り込む。 

○ 簡易便所の図面・仕様・建設方法・必要な予算 

○ 小学校レベルにおける維持管理計画策定要領 

○ その他 

 

清掃指導マニュアルの配布 

上記のとおり作成したマニュアルを対象既存校 8校に対し必要部数を印刷･製本し配布する。

マニュアルは教員をターゲットとしたものであり、次項に述べるワークショップに参加させ

る対象校の教員数分配布することとする（1サイトあたり 20冊とする）。このマニュアルは校

長が一括して管理することとし、配布の際には校長より受領証を受け取ることとする。 

 

マニュアルを活用した清掃指導の研修実施 

対象校の教員がマニュアルの内容を習得するためにどのようなトレーニングとワークショ

ップが必要かを検討し、研修内容の策定を行う。現時点で想定される研修内容は以下のとお

りである。 

○ 日常的清掃指導要領に係るワークショップ 

教員が生徒役、現地再委託先技術者が教師役となり、模擬授業の例を示す。 

教員が教師役となり模擬授業を行い、その内容について議論する。 

研修対象校の教員のマニュアルに対する理解と指導要領の方法が共有される。 

○ 維持管理計画策定要領に係るワークショップ 

① 指導者がある学校の事例をサンプルに必要な維持管理計画策定の例を示す。 

② 教員が自らの学校における問題点を議論し、問題意識を共有する。 

③ 教員が問題点の優先度を議論・共有し、維持管理計画策定を行う。 

上記のように策定した研修プログラムを本計画対象既存校 8 校に対して実施する。清掃活

動指導要領に関しては、ワークショップにおいて共有した指導方法に基づいて、教員より生

徒に対し指導授業を実施し、清掃活動の重要性を広く認識してもらうことにより効果を発現

させることを図る。 

ワークショップを実施するにあたり必要と考えられる機材を以下に示す。 
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カード、パネル等指導用文具 

ほうき、ちりとり、バケツ等施設室内清掃用具 

スコップ、一輪手押車、熊手、じょうろ、草刈がま等敷地清

掃用具 

石鹸、マスク等衛生指導用備品 

 

 

モニタリング調査 

研修・セミナー実施後、一定の期間を置いて、研修・セミナーにより指導した活動が実施

されているかどうかを現地で視察及びヒアリング調査にて確認する。具体的には以下の内容

を含むモニタリングを行う。 

教員の生徒に対する清掃活動指導の実施状況 

生徒による日常的な清掃活動の実施状況 

対象校における既存施設の清掃状況 

対象校の維持管理計画の策定状況 

住民参加による便所建設計画の可能性検討結果 

その他 

 

以上、これらの活動に対する実施リソース、ターゲットグループ、成果品は下表のようにまとめ

られる。 
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No
. 
活動内容 実施リソース M/M 

 
対象 成果品 

日本人技術者  
計画･予定説明 
提案書確認･協議 

計

2.5日 
5日 
7.5日(0.25M/M) 

現地人補佐  
計画立上げ 
提案書確認･協議 

計

15日 
7.5日 
22.5日(0.75M/M)

現地 NGO  

1 清掃活動管理
に関する提案
書の作成 

業務主任 
C/P協議 
提案書作成 

計

37.5日 
15日 x2人 
22.5日 x2人 
112.5日(3.75M/M)

学校建設機材局局長 
学校建設機材局維持
管理課 

提案書 

日本人技術者  
作成方針指導 7.5日(0.25M/M) 
現地人補佐  
作成方針指導 
マニュアル確認 

計

7.5日 
15日 
22.5日(0.75M/M)

現地 NGO  

2 清掃指導マニ
ュアルの作成 

業務主任 
マニュアル作成 
マニュアル修正 

計

52.5日 
37.5日 x2人 
15日 x2人 
157.5日(5.25M/M)

学校建設機材局維持
管理課 

マニュアル 

現地 NGO  3 清掃指導マニ
ュアルの配布 マニュアル配布 研修実施時に 

印刷・配布 

計画対象既存校 8 校 
校長 
 

受領書 

日本人技術者  
研修方針指導 15日(0.5M/M) 
現地人補佐  
研修方針指導 
研修結果確認 

計

30日 
30日 
60日(2.0M/M) 

現地 NGO（2人）  

4 清掃指導研修
の実施 

業務主任 
研修実施 
(約 20日/サイト) 

計

165日 
8サイト 
165日 x2人 
495日(16.5M/M) 

計画対象既存校 8 校 
教員 
 

研修報告書 

日本人技術者  
モニタリング監督
成果報告 

計

25日 
5日 
30日(1.0M/M) 

現地人補佐  
モニタリング監督 30日(1.0M/M) 
現地 NGO（2人）  

5 モニタリング
調査 

業務主任 
モニタリング実施

計

30日 
30日 x2人 
90日(3.0M/M) 

計画対象既存校 8校 
 
 
学校建設機材局局長 

実施状況報告書
完了報告書 
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ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

 

本ソフトコンポーネントにおける日本側の活動内容は、主として提案書･マニュアルの作成及びワ

ークショップの開催にある。したがって、仏語および現地語にて学校建設機材局カウンターパート

や教員とコミュニケーションが取れる現地人を最大限活用することを検討する。 

2007年 2月の現地調査において、本ソフトコンポーネントの再委託先候補として、以下の NGOに

ヒアリングを行った。各 NGOの概要は以下の表に示すとおりである。 

 

ICDI （Integrated Community Development International） 

ICDI はアメリカを本拠とする開発を通してキリスト教の布教を目的とする NGO で、中央

アフリカでは 2004年より活動を行っており、主な活動分野は HIV/AIDSに対する啓発活動と

井戸掘削である。2006 年までの 2 年間で全国 60 箇所の井戸を掘削し、33 団体にたいする

HIV/AIDS に対する啓発活動を行っており、2006 年上半期のプロジェクト投資額は

67,564,808FCFA であり、資金の大半は教会からの寄付金による。その他、バンギ周辺におい

て孤児のための診療所建設の経験がある。地域住民の生活向上において飲料水の確保が最重

要課題であるとの認識の下、現在は井戸掘削プロジェクトを主体に活動しているが、資金不

足のため計画目標数（200箇所）に達せず停滞している状況である。中央アフリカ事務所長を

務める Zokoé 氏は、過去教育大臣、保健大臣等政府の要職を経験しており、教育の衛生環境

改善につながる本計画に多大な興味を示していた。本計画の再委託にあたって、セミナー開

催による啓発活動のノウハウも十分有していると考えられるが、財務状況において不安があ

る。 

CREPA （Centre Régional pou l’Eau Potable et l’Assainissement） 

CREPAはブルキナファソに本拠を構える地域規模の国家間組織であり、飲料水、下水への

持続的アクセスを推進し、衛生に対する行動変化の促進することを目的とし、中西部アフリ

カの仏語圏 17 カ国において活動を広げている。主にスイス協力部（DDC）、スウェーデン国

際開発機構（ASDI）から資金の提供を受けており、中央アフリカでは 2004年 8月より井戸掘

削・便所建設と周辺住民への啓蒙活動を主体とした衛生環境改善に向けた活動を始めた。2006

年には本計画対象校であるBEGOUA校においてUNICEFと協同し便所棟及び教員宿舎の雨水

タンクを建設した。現在、地方の 25校において井戸及び便所の建設計画を行っている。給水

分野のエンジニア、社会学者等で構成する 4 人を 1 組のチームとして各村に派遣し、井戸・

便所の建設を指揮する傍ら、教師に対する維持管理指導を通じて地域住民への啓蒙活動を行

う。CREPAは本計画への参加に意欲的であり、同時に十分な人材・ノウハウを有していると

考えられ、有力候補の一つである。 

COOPI （Cooperazione Internazionale） 

COOPIはイタリアを本拠地とする国際 NGOで、中央アフリカでは 1974年より活動を行っ

ており、主な活動分野は健康、教育、農村開発、緊急人道支援である。教育分野では、地方

における校舎や井戸の改修を実施する傍ら、コミュニティ教員の養成を行っている。各サイ

トにつきバンギで訓練された 5 人の普及員を 2~5 日間対象地域に派遣し、教員候補に対する
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教職指導をすると同時に、地域住民に対して教育に対する意識向上のためのセミナーを開催

し、コミュニティ教員の給与のための住民負担を促し、その管理方法なども指導している。

資金、人員ともヒアリングを行った 4 つのなかでは最も充実しているが、本ソフトコンポー

ネントのような施設維持管理指導の経験はなく、本計画の受注意思はなかった。 

Caritas Bangui 

国際カリタスは 1951 年に認可された社会活動、救援活動団体で、国際 NGO 組織であり、

Caritas Banguiは 1996年に設立されバンギ市及びオンベラムポコ県を対象に、啓発活動、緊急

支援、人間開発分野などにおいて活動を広げ、特に教育分野では児童に対する HIV/AIDSに対

する啓蒙活動を展開している。現在までに 3,000 人の児童に対して啓蒙活動を実施しており、

活動内容はワークショップの開催とマニュアル作成及び配布、モニタリング評価と、本計画

の一連の活動内容と一致している。バンギ事務所には中央指導者として 4 人の技術者及び社

会学者を配置し、各地域に 1 人ずつ訓練された活動員を派遣して啓蒙活動を実施する。サイ

トあたりの実施期間は約 1~2 週間であり、実施後活動員は資金管理を含めた活動内容報告書

を作成し中央に提出した後、実施状況について中央指導チームからモニタリング評価が実施

される。最新版の年次報告書は作成中であり入手できず各プロジェクトの具体的な実施状況

は掴めなかったが、本計画に対して意欲的であり、また実施するキャパシティはあるとの印

象を受けた。 

 

これら 4 団体について、本ソフトコンポーネントの実施能力に対する検討結果は以下の表に示す

とおりであり、CREPAに再委託することが最も適切であると考える。 

 
検討項目 IDCJ CREPA COOPI Caritas 
類似業務の経験     
啓蒙活動の経験 ○ ○ ○ ○ 
便所建設指導の経験 × ○ × × 
本ソフコンに必要な人材     
社会学者の有無 不明 ○ ○ ○ 
建築技術者の有無 ○ ○ × × 
財務状況 × △ ○ × 
本ソフコンの受注意欲 △ ○ × ○ 
総合評価 △ ○ × △ 
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ソフトコンポーネントの実施工程 

 
 
 
 
 

年度
暦月

現地NGO契約交渉

清掃活動管理提案書作成

清掃維持管理マニュアル作成

清掃指導・便所建設研修

モニタリング評価

無償本体事業

成果品

等級

ソフトコンポーネント管理 3

計

ソフトコンポーネント補佐

計

業務主任

提案書・マニュアル作成担当（2人）

ワークショップ指導担当（2人）

モニタリング担当（2人）

計

工
程

要
員
計
画

コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

担当

現
地
人

現
地
N
G
O

現
地
人

日
本
人

ソ
フ
コ
ン

8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7

2009 2010 2011

マニュアル作成

提案書作成

ワークショップ

モニタリング

0.5

0.50.5 0.5

ワークショップ

工事

契約交渉

3.00 2.00

3.00x2

2.00x2

3.50

3.50 x2

0.5

0.5x2

モニタリング

0.5

0.5

0.5

0.5x2

3サイト 5サイト

△

マニュアル

△

提案書

△

研修実施報告書

△

完了報告書

△

研修実施報告書

△

完了報告書

0.50.50.50.50.50.50.5

国内 現地

M/M M/M 回数

0.00 2.00 4.00 2.00

0.00 2.00 4.00 2.00

0.00 4.50 0.00 4.50

0.00 4.50 0.00 4.50

0.00 9.50 0.00 9.50

0.00 6.00 0.00 6.00

0.00 11.00 0.00 11.00

0.00 2.00 0.00 2.00

0.00 28.50 0.00 28.50

ソフトコンポーネント要員（M/M）

M/M
合計
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ソフトコンポーネントの成果品 

 

清掃活動・維持管理活動管理体制確立に係る提案書 

清掃指導・便所建設指導マニュアル 

ワークショップ実施結果報告書 

モニタリング調査報告書（ヒアリング・アンケート結果含む） 

完了報告書 

ソフトコンポーネントの概算事業費 

 
（単位：千円） 

 金額 

ソフトコンポーネント概算事業費 

 
18,379 

内現地再委託費 

 
6,958 

 

相手国実施機関の責務 

 

学校建設機材局 

本ソフトコンポーネントは本小学校建設計画の対象校 11校のうち、既存校 8校を対象として実施す

る。これはバンギ市内の小学校でもごく一部の数であり、将来的には｢中ア｣国全土の小学校において

日常的に清掃活動が行われ施設の持続的な利用を可能にするため、また、維持管理計画を学校レベル

で策定し、その情報を中央省庁が管理し適切な予算配分をすることで施設の維持管理を可能にするた

めには、本ソフトコンポーネントで作成されるマニュアルを全国の小学校に配布し、ワークショップ

を開催するとともに、それを管理する体制が｢中ア｣国政府に確立される必要がある。 

本ソフトコンポーネントにおいては学校建設機材局の維持管理課担当官と協議の上、上記管理体制

確立のための提案書を作成し｢中ア｣国政府に提示するが、｢中ア｣国政府にはその提案書に基づいた管

理体制の確立及び予算配分が求められる。 

 

対象校教員 

本ソフトコンポーネントにおいては、教員を対象に清掃活動の生徒への指導要領を指導するワーク

ショップを開催する。対象となる教員はワークショップへの積極的な参加と、その後の生徒たちに対

する適切な清掃活動指導を行うことが求められる。 
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7. 参考資料／入手資料リスト 
 

 

番号 

 

名   称 

形態 

図書・ビデオ

地図・写真等

 

ｵﾘｼﾞﾅﾙ･

ｺﾋﾟｰ 

 

発行機関 

 

発行年 

１ LOI DE FINANCES 2008 

但し、本プロジェクトに関する予算が記載され

ているページのみ。 

図書 コピー ｢中ア｣国政府  

２ DEVIS DES TRAVAUX ELECTRICITE 

 

図書 コピー ENERCA 2007年9月

３ RAPPORT FINANCIER ET D’ACTIVITES 

 

図書 コピー FNAPEC 2008年9月

４ 安全ブリーフィング配布資料 

 

図書 コピー 国連  

５ PROGRAMME EDUCATION DE BASE ET 

PARITE DES SEXES YE 703 

図書 コピー UNICEF  
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